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年金問題とは何か*

田　近　栄　治**

　わが国人口の急速な高齢化と並行して，公的年金の成熟化も進んでいる。その結果，年

金受給者数の増大のみならず，受給者一人あたりの給付額の増大が不可避となり，年金財

政の悪化も進んだ。こうした事情を背景として，1986年には給付額の削減を含む大改正が

行われたが，1989年にはさらに厚生年金の支給開始年齢の引き上げが政府から提案される

ほど，年金財政は追いつめられている。

　そのため，保険料の引き上げと，給付水準の引き下げという，将来２重の意味で負担の

増加に直面することになった現役の労働者たちの間で，公的年金への不信感が急速に増大

している。こうしたなかにあって，この小論では，最近の年金の研究成果を踏まえつつ，

わが国年金制度がかかえた問題を実態にそくして検討し，その今後のあり方をさぐること

を目的としている。

　ここで検討するのは，つぎの５つの問題である。

　 １． 公的年金（賦課方式による）の厚生コスト

　 ２． 公的年金の世代間および同世代内における公平性

　 ３． 公的年金と高齢者の労働参加

　 ４． 国民年金基金と家計の資産形成

　 ５． 個人年金制度の役割と限界

　このなかで，とくに公的年金の同世代内の公平性，在職老齢年金制度のあり方，国民年

金基金とその他金融資産の課税バランスの面で，早急な見直しの必要があることが示され

る。また，今後の公的年金のあり方としては，老後，個人では対処しきれないさまざまな

リスクを社会全体で肩代わりをすることをその本来の目的とすべきことを主張する。

 ＊本稿を執筆するにあたって石弘光，金子能宏，木村陽子，野口悠紀雄，油井雄二の各氏をはじめ多くの方々

　 から貴重なご意見を頂戴した。金子氏にはとくに，年金問題の所在をさぐる過程をふくめ，お世話になっ

　 た。これらの方々に謝意を表したい。
＊＊一橋大学経済学部教授
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Ⅰ．はじめに

　わが国の人口のなかで65歳以上の人々が占め

る割合は，国民年金の発足した1961年当時６％

弱であったが，1985年にはほぼ10％となり，団

塊の世代が70歳に達する2020年頃には，人口の

約４分の１近くになると見込まれている。この

ようなこれまでどこの国も経験したことのない

急速な高齢化社会を目前にして，年金財政の見

通しや年金制度のありかたについて国民の関心

が高まっている。

　政府は1986年度の改正において，国民年金や

厚生年金などの公的年金の給付水準を切り下

げ，1989年にはさらに年金の支給開始年齢の引

き上げを提案した。このうち年金の支給開始年

齢の引き上げは，実現されず，棚上げされたま

まであるが，こうした一連の年金制度の根幹に

かかわる改正は，国民に公的年金への不信感を

増大させている。その具体的な表れの一つは，

国民年金の高い滞納率という形をとり，強制加

入であるにもかかわらず，現在加入すべき人の

６人に１人は，滞納中であるといわれている。

また，現在の若者の間に年金制度への強い不安

感と不信感が広まっていることも否定できない。

  こうしたなかで今必要とされていることは，

年金財政の実態を明らかにすることと，年金制

度が高齢者の社会保障政策の一貫として果たす

べき役割を明確にすることである。この２つの

課題のうちここでは，第２の公的年金制度の役

割をとりあげる。そのためにまず，わが国の年

金制度の概要を紹介し，現在わが国の直面して

いる諸問題がどのようにして生じてきたかにつ

いて述べる。つぎに，賦課方式とよばれる，現

役労働世代から年金受給世代への所得移転に

よって基本的には維持されているわが国の公的

年金制度がかかえている具体的な問題を一つず

つ検討することにより，公的年金制度の果たす

べき役割をさぐっていきたい。

Ⅱ．わが国の年金制度の概要

　わが国の公的年金が現在かかえた諸問題を考

えるためには，昭和40年代中頃から高まった公

的年金の見直し論に戻らなければならない。こ

の頃になると，環境の改善や福祉の充実がそれ

までの成長政策に代わってわが国の重大な政策

課題になった。1970年に政府は「新経済社会発

展計画」をまとめているが，そのなかでも

「1960年代が残したいわゆるひずみ現象を注視

し，今後積極的にその解決に取り組まなければ

ならない」と述べ，明らかに成長から福祉へと

政策の重点を移していった。

　こうした政策の変更をもっとも明らかに示し

たものの一つが，「福祉元年」とよばれた1973

年の年金改正であった。この年の改正は，折り

からの物価上昇のなかで大幅な年金給付額の引

き上げを図ったものであるが，改正はたんに一

回限りの給付率の改正にとどまらずその後の給

付水準に影響を与えるものであった。すなわ

ち，定額部分の単価の460円から1000円への引

ぎ上げ，過去の標準報酬額を年金給付時の評価

にあわせる「再評価」および給付額の物価ス

ライド制度の導入を図り，老齢年金の給付額を

現役労働者の平均給与60％に引き上げたのであ

る（以上，厚生年金を例に改正の概略を述べ

た)。

　この改正は，年金制度の成熟度もまだ低く，



年金問題とは何か

- 3 -

人口の高齢化もまだ差し迫った問題となってい

ないなかで，福祉政策の機軸として国民から好

意的に受け入れられた。しかし，その後の２度

のオイル・ショックのなかで給付額の算定基準

の一つになる賃金が飛躍的に上がったのみなら

ず，うえに述べた賃金の再評価や給付額の物価

スライド制によって，年金の財政は急速に悪化

していった。また，制度の成熟化とともに年金

保険料の支払い期間が長期化するにともない，

年金給付額も増大し，年金払い込み期間が30年

を超えると，現役労働者の給与の70％近くにも

達するようになった。そして，制度に変更を加

えず，事態を放置していれば厚生年金の保険料

は，高齢化のもっとも進む2025年には標準報酬

の40％にまで及ぶと見込まれるようになった。

　こうしたなかで，1986年に年金制度の抜本的

な見直しがなされたのは，当然のことであった。

実際の改正では，次の２点が中心となった。ま

ず，うえに述べた増大する年金給付負担の軽減

が図られた。第２に，年金制度の一元化が図ら

れ，基礎年金と報酬比例部分の２階建てからな

る年金の１階部分である基礎年金の部分につい

ては，国民年金，厚生年金や共済組合などの統

合がなされた。現在の年金制度は，この改正に

よって形作られたものであり，1995年の制度の

一元化の途上のものであるととらえることがで

きる。

　この改正の詳細についてはすでに多くの解説

がなされている。そこで，ここでは，改正の要

点のみを記すことにする。給付額の縮小の基本

的な方針は，被保険者の保険期間を40年とした

うえで，現役（直近）労働者の標準報酬の60％

を保障するというものである。国民年金の場

合，それまで想定されていた保険期間は25年，

厚生年金では30年であったが，これらを40年に

延長するというのである。実際の改正では，国

民年金および厚生年金報酬比例部分の保険期間

の１年あたりの給付水準の引き下げがなされた。

すなわち，国民年金にあっては，それまで１年

あたり2000円の給付額を25/40の1250円にし，

厚生年金報酬比例部分では同じく１年あたり標

準報酬額の１％であった給付水準をその3/4の

0.75％とした。この改正の実施においては，給

付額の急激な変化を避けるために，20年にわ

たって徐々に給付額を引き下げ，1946年４月２

日以降に生まれた被保険者から完全に新制度が

適用されることとされた。

　改正ではまた，「一人一年金」を原則として，

複数制度から年金を受け取ることが禁じられた。

しかし，新たに国民年金に「第３号被保険者」

が設けられ，厚生年金や共済組合の被保険者の

被扶養配偶者（いわゆる，サラリーマンの専業

主婦など）にも25年以上の保険料納付期間があ

れば，国民年金が給付されることとなった。た

だし，第３号被保険者の保険料についてはそれ

までのように，該当する個人のうち年金希望者

が自主的に保険料を払うという制度が廃止さ

れ，それに代わって，厚生年金保険や共済組合

を通じて必要額が国民年金に強制的に拠出され

ることになった。なお，公的年金の国庫負担に

ついては，改正前では国民年金の負担額の３分

の１，および厚生年金の定額部分の５分の１で

あったが，改正後は新たに一元的に管理される

こととなる基礎年金の支給額の３分の１となっ

た。

　こうした改正によって，1984年の年金財政再

計算では厚生年金の保険料率はピーク時におい

て28.9％になると見込まれていた。しかし，表

１に示された，現在公的に発表された推計のな

かでは最新の1989年の再計算の結果によると，

2015年の保険料は30％を超え，高齢化のピーク

を迎える頃以降は31.5％と推定されている。

　保険料負担のこの増大を抑えるために，厚生

年金の支給開始時期を60歳から65歳へと引き上

げる点に関し，一昨年(1989年)さまざまな議

論が繰り広げられたことは記憶に新しい。年金

審議会の答申を受け，政府はこの支給時期の引

き上げに前向きであったが，折りからのリク

ルート事件による国会の紛糾，参議院選挙にお

ける自民党の敗北のなかで，厚生年金の支給時

期の引き上げは実現できなかったばかりか，む

しろ年金額の引き上げや物価上昇率が５％に満
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表１　厚生年金（60歳支給）収支試算

たない場合でも完全な給付額の物価スライドを

実施することなどが先行し，厚生年金の支給開

始時期の引き上げは次の財政再計算における検

討事項とされた。

　以上，わが国の公的年金の概要と最近の改正

過程について述べた。次に，金融資産の一つと

して年金の持つ特質について述べたい。1988年

から少額貯蓄の非課税措置が廃止され，利子所

得には一律20％の源泉課税が課されることに

なった。これは，いっさい人的控除を認めず，

しかも住宅ローンの支払い利子の控除などを認

めないまま受取利子の名目額へ直接的に課税す

るものであり，多くの少額貯蓄者にとってはき

わめて逆進的な制度である。
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　これに対して，公的年金の課税ははるかに

「優遇」されているといわざるをえない。ま

ず，その拠出段階では，従業員の拠出部分には

全額社会保険料控除が認められている。また，

事業主の拠出した部分は従業員の給与所得とみ

なさないうえに，全額事業の損金として扱われ

ている。すなわち，拠出部分は全額非課税と

なっているのである。そして，拠出額の生むで

あろう利子に対して，みなし利子課税などいっ

さい適用されず，受取段階では，（年金受給者

の雑所得に加えられたうえ）公的年金等控除の

適用が認められている（したがって，必要経費

の控除が可能である)。

　このほか，厚生年金基金や適格年金などのよ

うな企業年金についても，拠出時は全額損金算

入が認められ，受取時も公的年金と同様な扱い

となっている。ただし，適格年金に限り，その

積立金に特別法人税と住民税（各々，１％，

0.173％）が課税されている分だけ，公的年金

と比べ課税が強化されているといえる。

　このように，年金は課税上特別の地位を与え

られているのである。そのほか老後の生活の支

えになるものとして，退職金がある。これにも

また，課税上特別な措置が施されている。ま

ず，勤労年数に応じて逓増する控除額が設けら

れ，そのうえで課税退職所得はこの控除後の額

の半額とされている。そして，この課税所得

は，その他の所得と合算されることなく，分離

課税されることになっている。退職所得のこう

した扱いは，収入の15％を控除後，変動所得と

みなして，５年間にわたって平均的に課税する

こととしたシャウプ税制をまさに昔日のものと

思わせるほど，総合所得税から大きくかけ離れ

たものである。

　おそらく，多くの勤労所得者にとって年金と

退職所得は老後を向かえるに当たって主要な資

産の源泉となるものであることは，間違いある

まい。わが国の勤労所得者の資産形成を考える

うえでこの2つの所得とも，課税上他の資産所

得と比べきわめて優遇されていることは，たん

に年金や退職所得の課税問題にとどまらず，老

後の重要な資産の一つとなる個人貯蓄から得ら

れる利子所得とのバランスを考えるうえからも

注目せざるをえない重要な問題である。

Ⅲ．わが国年金制度の諸問題

　うえにみてきたように，年金には高齢者の生

活を現役労働世代が支える社会保障的な側面

と，高齢者の生涯にわたって一定の所得を保障

する特別な金融資産としての側面がある。この

うち社会保障の面では，わが国においても公的

年金が実質的に高齢世代を後代世代が支援する

賦課方式（所得移転方式）になっている点が重

要である。これは，高齢世代が自らの積立て額

からではなく，現役労働世代の拠出によって年

金の給付を受けることをさす。また，この拠出

は多くの給与所得者にとっては強制的なもので

あり，この意味からも社会保障的な性格を強く

している。

　つぎに，金融資産としての年金の特色として

すでに，税制上の多くの特別措置が施されてい

ることを指摘した。それと並んで指摘しなけれ

ばならないことは，年金給付額が物価の上昇に

対してインデックス（スライド）されているこ

とである。わが国の場合，このインデクセー

ションは，たんに年金給付額の改定ばかりか，

いわゆる「再評価」によって，給付額の算定時

における標準報酬の決定にも適用されている。

このように，物価上昇に完全にインデックスさ

れた金融資産は，民間の金融機関からはほとん

ど供給されていない。この点からも年金は，き

わめて特別な資産ということができる。

　さて，こうした強制加入，賦課方式，イン

デックス債という３つの特質をもつ年金をめ
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ぐって，すでにみてきたようにわが国において

もさまざまな制度改正が試みられてきた。しか

し，年金の制度改正は成長第１主義の見直しの

気運のなかで福祉の充実を目指した1973年の改

正を除くと，保険料や国庫負担が膨大になった

ことに促されてなされたものであり，その内容

も給付水準の引き下げをいかに滑らかに行うか

に集約されていたといってよいであろう。換言

すれば，現状の制度を前提にして，その保全に

関心を集中していたのである。

　こうしているうちにも，わが国の年金の負担

は増加の一途をたどり，1990年の男子14.3％，

女子13.8％の厚生年金の保険料率は，うえに指

摘したように今から25年後の2015年には30％を

超えてしまうと予想されている。実際にはこれ

に医療保険が加わり，さらに国と地方の税金が

課されるのであるから，この頃の現役労働者は

月給の少なくとも５割から６割は天引きされる

ことになる。これは明らかに将来の労働世代が

負担できる範囲を超えている。

　したがって年金制度を存続させていくために

は，なんらかの方策によって現役労働世代の負

担の軽減を図らざるをえないことは明かである。

しかし，そのためにはすでに政府がコミットし

た年金給付水準をたんに切り崩していくだけで

はとうてい不十分であり，国民の公的年金にた

いする不信感を取り除くためにも，公的年金の

役割とは何か，そして今後どのようにしてこの

制度を存続，維持させるべきかなど，年金制度

の根本を問い直す必要がある。ここでは以下，

年金制度のかかえた諸問題をできる限り具体的

に示すことにより，この問への回答をさぐりた

い。

3.１ 年金の厚生コストおよび最適年金給付

　わが国をはじめ，世界中の多くの国々におい

て公的年金は賦課方式となっている。賦課方式

のもたらす重要な問題の一つは，貯蓄の減少で

ある。すなわち，高齢世代の受け取る年金給付

額はこの世代の年金の積み立て額に裏付けされ

ておらず，後代世代の年金拠出によってファイ

ナンスされているため，賦課方式によって給付

される額まで貯蓄を削減しようという誘因が働

く。

　もちろん，実際には将来の年金受取額につい

ての不確実性や年金財政への不信から，賦課方

式による貯蓄の減少は年金受給額を下回ってい

るかもしれない。また，ＦｅｌｄｓｔｅｉｎやBａｒｒｏが主指

摘したように，年金受給権をうるための早期退

職や将来生じる後代世代の保険料負担への配慮

から，むしろ貯蓄を積みます誘因もある。しか

し，高齢世帯の実態からみて，年金が将来の生

活設計の重要な一部となっていることは明らか

であることを考えれば，賦課方式による年金給

付は（この制度がなかった時と比べて）家計貯

蓄を減少させているとみてよいであろう。実

際わが国でも公的年金制度の成熟にともなっ

て受給者の数が増大していくなかで，公的年金

が貯蓄に与えるマイナスの効果が懸念され始め

ている（経済企画庁，『日本経済の現況(1990年

度版)』では，家計の可処分所得に占める公的

年金額を説明変数の一つとして貯蓄関数を計測

しているが，この変数は1965－88年の期間では

貯蓄に対して有意ではないが，計測期間を1972

－88年にした場合には，貯蓄に対してマイナス

に，かつ有意に影響を及ぼすことが報告されて

いる)。

　さて，ここで問題となるのは，こうした年金

制度への拠出によって家計のこうむる厚生コス

トはどのくらいに達するかである。この点につ

いて，Ｆｅｌｄｓｔｅｉｎ(1987)が興味深い試算を行って

いる。この試算ではまず，賦課方式の年金制度

による貯蓄の減少によって資本蓄積が阻害され

るとし，それにともなって引き起こされる資本

生産性のロスを賦課方式の年金の厚生コストと

みなす。つぎに，このコストから賦課方式によ

る年金の収益率を控除したものを年金の純厚生

コストとし，その計測を試みている。実際の試

算では，1950年から保険料を払い込み続ける標

準的な家計を考え，この指標の推定を行ってい

るが，そのほかにも，標準世帯を対象に保険料

(payroll  tax)の現在価値と貯蓄の減少によって
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　保険料の払い込み期間を30年とし，1950年以

降30年間のアメリカ経済を反映したρやτの値

(ρ＝24.5，τ＝0.825)をこの式に代入する

と，年金保険料の負担の現在価値の3.8倍もの

純厚生コストが生じていることがわかる。すな

わち，賦課方式による年金を維持することに

よって，資本蓄積が阻害され，払い込む保険料

の4倍近い資本所得が失われたことになるので

ある。

　Ｆｅｌｄｓｔｅｉｎは，年金の厚生コストがこのように

きわめて大きなものである可能性を指摘する一

方，年金給付の最適水準や年金制度のありかた

をさぐっている(Ｆｅｌｄｓｔｅｉｎ，1985,1987)。ここで

も問題は，年金が賦課方式をとっているため

に，家計の貯蓄が減少することである。年金給

付をふやそうとすると，賦課方式により現役世

代の可処分所得が減り，この面から貯蓄が減少

する一方，高齢世代は年金給付の増大を見越し

て貯蓄を切り下げるという，２つの貯蓄削減効

果が働く。Ｆｅｌｄｓｔｅｉｎは，30年のライフサイクル

を考え，うえで掲げたパラメター推定値とほぼ

同様な数値を用いることにより，最適な年金給

付はほとんどゼロであると主張するのである。

すなわち，強制加入を前提とした賦課方式によ

る年金制度は，制度を維持するよりむしろ廃止

した方が社会的にみて望ましいのである(もち

ろん，この結論は社会的な効用関数の特定化に

依存しているが，ここでは個人の効用を加算し

たものを社会的な効用関数としている)。

　とはいっても，社会にはつねに老後に備えて

十分な貯蓄を行わなかったり，またその余力の

ない個人が存在する。この点は，Ｄ ｉ ａｍｏｎ ｄ

(1977)が，年金の経済分析の先駆的な研究で

もっとも重要視したところでもある。これはい

わゆる父権的な(paternalistic)見地から，年金制

度が必要とされる根拠となるものであるが，こ

の点に関してＦｅｌｄｓｔｅｉｎは，年金の条件づけ給付

を主張する。資力テスト(means test)による年

金給付とよばれるこの方式は，退職時の所得や

資産額などを基準にして，所得や富が一定の水

準に達しない個人に限って年金を給付するもの

である。このようにすれば，強制加入の賦課方

式における貯蓄減退効果を回避することができ

るとＦｅｌｄｓｔｅｉｎは，論じている。

　わが国の制度を前提に資力テストによる年金

制度を考えれば，さしずめ国庫補助による低所

得高齢者扶助ということになる。この場合，年

金制度の多くの問題が解決される反面資力と

は何かとか，基準となる資力が示されたとして

も高齢者一人ずつについて資力調査を行うこと

ができるかなど新たな問題が残されよう。それ

ばかりか，年金の機能を所得移転に限定してし

まうため，その受給者に心理的な負担を与える

ことも考えられる。

3.2  公的年金の公平性

　これまで述べてきたような賦課方式にもとづ

く年金制度の大幅な改革を志向せず，賦課方式

という制度の枠を維持するとしても，まだ重要

な問題が残る。その１つは，公平の問題である。

この問題に関しては，主として若年世代と現在

年金を受給している老年世代の間の負担と給付

の格差を中心として議論がなされてきた。ここ

では，この問題を含め年金制度に内在する公平

の問題とは何かに的を絞って，論じることとす

る。

　まず，年金は所得再分配効果を持つと考えら

れる。これは，基礎年金の部分の給付額が受給

者の報酬には依存せず，保険期間によって決定

されるからである。したがって，年金受給額の

引き起こされた純厚生コストの現在価値を比べ

ている。ここでは，最後に示した２つの現在価

値の比較を通じて，年金制度の厚生コストをみ

ていくことにする。

　分析の詳細は省略するが，以下では賃金およ

び労働人口の増加率を一定とし，個人の割引率

と社会的な割引率をともに税引き後の資本収益

率とする。このとき，資本の収益率をρ，資本

所得税率をτとすると，次の関係式が導かれる。
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うちこの固定部分が大書くなればなるほど，す

なわち所得が低くなればなるほど，年金納付は

（相対的に）有利になる。また，現在基礎年金

の３分の１は国庫負担によって賄われているの

で，この面からも所得移転効果が働いている。

　年金と公平の問題はこのほか，同一所得の世

帯に限定しても，世代間と同世代内でも生じて

いる。このうち世代間の公平の問題は，いわば

賦課方式による年金制度の宿命ともいうべきも

ので，制度の創設期において年金加入期間がき

わめて短い受給者に一定程度の給付を行おうと

するところに問題の発生源がある。すなわち，

受給第１世代に与えられた高い給付率を維持し

たまま制度が成熟すると，年金受給者の年金加

入期間が長くなり給付額が飛躍的に増大する。

これが年金財政を圧迫し，後代世代のどこかで

思い切った保険料の引き上げか，給付水準の引

き下げを図らざるをえなくなるのである。つま

り，受給第１世代の年金積立期間は短いため，

給付率を高く設定しない限り，給付額を引き上

げることはできない以上，賦課方式によって年

金の支給を行おうとすれば，いずれは制度改正

が不可避となり，その「つけ」は後代世代が支

払わざるをえないのである。

　実際，こうした形でわが国の1986年の改正も

なされた。また，わが国の場合，1973年には給

付額の物価スライド制を開始し，その後２度に

わたるオイルショックを経るなかで，物価水準

が２倍以上も跳ね上がったという事情も，年金

財政を急速に悪化させた主要な理由の一つと

なっている。いずれにせよ，制度の早い段階で

賦課方式を導入し，それに給付額の物価スライ

ドを保障する場合，制度の初期に設定された給

付水準の見直しを図らざるを得なくなり，後代

世代の負担は増加する。

　それに対して，同世代内の公平の問題は，さ

まざまな世帯をどのように扱うかといった，家

族観や個人観にかかわる問題であり，同様の問

題は，所得税における家族所得の課税において

も生じている。ここでの問題の核は，単身者や

共稼ぎ世帯と比べ，片稼ぎ世帯が相対的に有利

に扱われているということである。とくにわが

国では，1986年の改正においてサラリーマンの

専業主婦への基礎年金の途が開かれたが，これ

はこの問題をさらに深刻なものとした。やや，

比倫的な表現を使えば，専業主婦たちの年金の

一部を単身者たちが支払っているのである。

　この点を，厚生省年金局監修，『目でみる年

金(平成２年度版)』に示された具体的な例を

通じて検討することにする。このケースでは，

1935年４月２月に生まれ，厚生年金に40年間加

入した夫と，1938年４月２日に生まれ，３年間

厚生年金に加入し，その後夫の被扶養者となっ

た妻からなる世帯が取り上げられている。ここ

では，説明の便宜上，この妻の厚生年金加入期

間を無視し，その代わりその間，国民年金に任

意加入していたとする。以下では，この夫婦と

も65歳以上になった時の年金額と，この夫と同

じ日に生まれ，生涯にわたって同一の所得を得

たが，単身を貫いた個人の年金額を比較するこ

とにする。

　この夫婦がともに65歳以上になった時の夫の

年金額は，老齢基礎年金と報酬比例の老齢厚生

年金および経過措置として支給される加算額

（定額部分が基礎年金額を超えた額）の合計で

あり，夫の平均標準月収を25万円とすると，こ

の総額は１年あたり187万8500円となる。一方，

妻の年金額は老齢基礎年金と振替加算額（旧厚

生年金の配偶者加給部分の振替）の合計とな

り，この場合82万3600円となる。したがって，

夫婦としては毎年270万2100円の給付を受ける

ことになる。

　さて，次にこの夫と同じ日に生まれ，同一の

所得を毎年稼いだが，65歳を迎える日まで単身

で過ごした人の年金額を考える。この場合，う

えで検討した夫と年金保険料は完全に同一であ

るが，受け取る年金は夫分の187万8500円だけ

である。この額と夫婦の年金額を比べると，夫

婦の年金額は単身者の受け取る額の43％大きく

なっている。（なお，厳密にはこの比較計算に

あたって，妻が国民年金に任意加入していた期

間の保険料を含めるべきであるが，加入してい
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ない場合にも特別な措置があり，ここでの結果

と大きく変わることはないと思われる｡)

　このように「婦人の年金権」としてサラリー

マンの専業主婦にたいして特別な年金給付を行

うことにより，単身者と夫婦の年金給付額に

は，きわめて大きな格差がつくことになった。

もし，離婚した場合の妻の生活を保障すること

が，「婦人の年金権」の真の目的ならば，婚姻期

間にしたがって夫の受け取る年金額を夫婦間で

分割するなどの，より合理的な方法がある。し

かし，1986年の改正以前に国民年金に任意加入

していたサラリーマンの専業主婦たちの年金支

給負担を国民年金から厚生年金などヘシフトす

ることが，この改正の隠された目的ならば，こ

れは単身の女性や共稼ぎの女性と，専業主婦を

差別的に扱うものであり，「婦人の年金権」の

本来の目的とはほど遠い改正であったといわざ

るをえない。

3.3  高齢者の労働参加

　公的年金制度が人々の経済行動に及ぼす影響

の一つとして，すでに賦課方式の下における貯

蓄の減少の可能性を指摘したが，このほかにも

高齢者の労働参加に及ぼす効果も重要な問題と

なっている。ここでは，わが国の公的年金が高

齢者の労働参加とどのようにかかわっている

か，制度の実態を踏まえできるだけ具体的に検

討することにする。

　高齢化が進行していくなかで，年金財政をは

じめ高齢化社会の問題を解決する鍵が，高齢者

自身が働き続けることにあることはいうまでも

ない。しかし，実際には60－64歳の男子の場

合，労働力率は1965年の82.8％から1989年には

71.4％へと減少し，65歳以上の場合には，同じ

時期で56.3％から35.8％へとさらに大きく減少

している。高度成長期から今日に至るまでの

間，わが国の家計の所得が増大していくなか

で，人々がより多くの余暇を望み，その結果退

職後再び職場に戻ることを避けるようになって

も不思議はない。しかし，60歳の男子の平均余

命が20年近くにも達するようになった現在，60

－64歳のまだ十分働き続けることのできると思

われる年齢階層に属する男子の労働参加率が減

少していることは，わが国公的年金の仕組みを

考えることなくしては説明できないであろう。

　厚生年金では，年金の支給開始年齢は65歳と

されているが，60歳から64歳の間でも給与（標

準報酬月額）が一定の水準を上回らない場合

は，在職老齢年金の支給を認めている。しか

し，在職老齢年金の支給額は退職した場合に支

払われる額の全額ではなく，標準報酬月額に

よって減額されることになっている。現行制度

では（1990年４月から施行)，標準報酬月額が

９万2000円までは，退職した場合に支払われる

額の80％，それを超え11万円までは70％....

と，標準報酬月額が増大するにつれて支給割合

は切り下げられている。そして，24万円を超え

ると在職年金は全額支給されないことになって

いる。

　こうした年金給付額のカットにより，60歳か

ら64歳にかけて働く場合の月収は，思わぬ大き

な影響を被ることになる。今，この年齢階層に

属し，退職すれば毎月20万円の老齢年金を受け

取ることのできるサラリーマンが，退職する

か，働き続けるか思案しているとする。このサ

ラリーマンが働き続けた場合，その月額（標準

報酬月額）の大きさにしたがって，在職年金と

月給を合わせた毎月の所得（在職年金減額後の

月収）は，表２に示されたようになる。

　たとえば，月給が８万円の場合，20万円の年
金の80％である16万円が在職年金として支給さ

れ，月給と年金をあわせた月々の収入は24万円

となる。この場合，このサラリーマンは８万円

の月給を稼いで，月収が退職したときより４万

円しか増加しない。したがって，在職年金の

カットは，個人的にとっては８万円の所得に４

万円の税金が課せられたのと同じことである。

すなわち，８万円の勤労所得に50％の税金が課

せられたことになる。表２では，この税率を平

均実効税率とよび，第３欄に示した。この表の

最後の欄にはまた，限界実効税率を示した。こ

れは，月給の増分に占める在職年金の限界的な
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表２　在職老齢年金の減額措置の効果

カット額の割合であるが，月給が９万2000円か

ら９万8000円へ増加した場合，6000円の所得の

増加にたいして，在職年金のカット額は限界的

に２万円増加するので，限界実効税率は333.3

％となる。

　さて，この表より指摘すべきことは，次の２

点である。まず，在職年金カットにともなう平

均実効税率が，きわめて大きいことである。在

職年金の一部が支給される月給24万円までをみ

ると，最低でも43.5％，最高では実に73.7％も

の「税金」がかせられることになる。たとえ

ば，最高実効税率の場合，19万円の月給を稼い

でも，月収は５万円しかふえない。これでは，

このサラリーマンが働き続ける意欲は，大幅に

減退せざるをえないであろう。

　第２に限界実効税率が月給の増加にしたがっ

て逓増していないことである。たとえば，月給

が８万6000円から９万2000円に上がった時，在

職年金は減額されないので限界実効税率は，ゼ

ロである。しかし，うえに示したように，月給

が９万2000円から９万8000円へ増加した場合，

限界税率は実に300％を超えてしまう。続いて，

さらに月給が上がり，11万円になっても在職年

金はいっさいカットされないので，限界税率は

再びゼロである。しかし，11万円から11万8000

円になると，在職年金が追加的に２万円カット

されるのにともない，限界税率は250％となる。

　このように限界税率が上がったり，下がった

りするので，月給が16万円から17万円に上がっ

ても，月収は26万円から25万円に下がってしま

うといった，労働し続けようか否か考えている

サラリーマンを混乱に陥れるような事態が生じ

てしまっている。これでは，高齢者の労働のモ

ラルをとうてい維持することができない。ま

た，こうした事情を知った雇用主は，できるだ

け低い賃金で高齢者を雇おうとするであろう。

これは，高齢者のプライドを傷つけ，その労働

参加意欲をますます減退させるであろう。

　わが国の60－64歳の男子労働者の労働力率の

減少という事態は，たんに所得の増大によって

余暇需要が高まったというだけではなく，こう

3.4　国民年金基金制度の活性化

　最近の公的年金の重要な動向の一つに，国民

年金基金の活性化がある。これはすでに制度的

には認められていた国民年金基金の設立要件を

大幅に緩和して，地域型，職能型の国民年金基

金の創設を促進することにより，国民年金の第

１号被保険者（農業，自営業者など）に，厚生

した気まぐれ的な年金制度にもその主要な原因

の一端があると思われる。高齢化社会のなかで

高齢者自身の自助努力がますます必要とされる

なかで，年金制度の仕組み自体が高齢者の労働

参加を阻害しているとしたら，これこそ本末転

倒であるといわざるをえない。
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年金の報酬比例部分に対応する，基礎年金を超

えた年金給付を行うことを目的としたものであ

る。ただし，保険料はこの制度の加入者が自主

的に決定し，月６万8000円（１人につき）を上

限としている。この限度内の積み立て額は，課

税上厚生年金とまったく同一の扱いとなり，受

給時には公的年金等控除も適用される。

　この制度の活性化の真の理由として，自営業

者や医師，弁護士などへの政治的な配慮である

とか，国民年金の加入率を引き上げるためであ

るとか，あるいは担当官庁の監督権限の拡張を

ねらったものであるとかささやかれているが，

家計の資産保有からこの制度の特質をみれば，

自営業者に限って，非課税の個人年金を認めた

ものである。しかも，１人月６万8000円，夫婦

で13万6000円まで非課税となるのであるから，

きわめて寛容な制度であるといわざるをえない。

ちなみに，年５％の金利で毎月13万6000円を30

年間非課税で積み立てた場合，30年後の積立残

高は実に１億800万円にも達する。個人年金は，

1990年の改正で保険料の５万円まで所得控除額

が引き上げられたものの，公的年金と比べると

課税上はるかに厳しく扱われている。そのため

厚生年金などで認められていた報酬比例部分の

なかった自営業者達は課税上不利な扱いを受け

ていたが，国民年金基金の活性化によって，今

度はこの制度を利用できるので，サラリーマン

達よりもはるかに有利な立場にたった。

　しかし，自営業者とサラリーマンとどちらか

が課税上の便益を享受しているかは，実のとこ

ろ問題の本質ではない。おそらく，国民年金基

金制度が本格化し，高齢化の進むなかで，人々

が資産形成にますます関心を深めていけば，早

晩自営業者達にだけ，非課税個人年金の特権を

認めることは不可能になろう。問題はこの時，

サラリーマンにも（ということは，すべての国

民に）非課税個人年金が認められる可能性が高

いことである。あるいは，公的年金の給付額の

引き下げの取引材料として，この制度が導入さ

れるかもしれない。

　いずれにしても，非課税個人年金がわが国で

制度化される可能性が高まったことだけは確か

である。とすれば，わが国の利子課税が実質的

に骨抜きになるばかりか，この新制度をどれだ

け利用できるか否かで，資産のあるものとない

者の間にますます格差を生むことになる。もは

や，高齢者の社会保障という観点からだけで，

年金問題をとらえることはできない。年金は金

融資産であり，その課税方法のあり方次第に

よっては，個人の生涯にわたる資産形成におい

て他の金融資産を圧倒するものになりうるとい

う認識がますます重要になると同時に，現実味

をましてくるのである。

3.5　個人年金の役割と限界

　高齢化社会を生きぬいていくためには，高齢

者自身の労働参加などの自助努力が重要である

とすでに述べたが，所得保障の面でも老後に備

えた一人一人の貯蓄が，大切になることはいう

までもない。この点うえに述べたように，わが

国では実質的には非課税貯蓄にきわめて近い性

格を持つ国民年金基金の活性化によって，今後

個人年金の役割が増大していくことと思われる。

ここでは，個人貯蓄における個人年金の役割と

限界について，Ｆｒｉｅｄｍａｎ　ａｎｄ　Ｗａｒｓｈａｗｓｋｙ

(1990)らの最近の議論を参考にして考えていき

たい。

　ライフサイクル仮説によれば個人は将来の消

費を考えて貯蓄を行う。こうした個人の直面す

る問題の一つは，寿命の不確実性である。すな

わち，将来消費を滑らかにしようとしても肝心

の将来消費期間が不明のため，消費計画を立て

ることが困難になるのである。

　この問題を解決する現実的な手段としては，

生涯個人年金がある。これは個人がその寿命の

不確実性というリスクをプールするために，一

定の積立を行い，それを原資にすることによっ

て生涯にわたって年金を受け取るという仕組み

である。また，この「保険」が保険数理的にみ

てフェアーならば，個人は生涯にわたって一人

で貯蓄していたときよりも，より多くの消費を

することができるであろう。
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　たとえば，現役時代に一定の額y円を積立

て，これを将来２期間にわたって同額消費する

とする。この消費額をｃ，利子率をrとすれ

ば，個人が単独で貯蓄を行った場合の消費額は

（現役を退く時の貨幣価値で測って)，つぎの

式によって決定される。

　y＝c(1＋1／(1＋r))

　この消費計画を練るにあたってこの個人の直

面する問題は，将来生存しているか否か明らか

でないことである。今，将来の第１期は必ず生

存するが，第２期の生存は不確実で，その確率

はpであるとする。この時，現役時代に貯めた

y円で保険数理的にみてフェアーな年金を購入

すれば，将来の２期間にわたって均等となる消

費額は，

　y＝c(1＋ｐ／(1＋r))

によって決定される。この式の右辺はこの年金

の支給額の現在価値の期待値，左辺は払込額で

あることより，この年金はフェアーであること

がわかる。

　この２つの式からただちにわかるようにフェ

アーな年金の存在は，一般的には個人の将来消

費を増大させる。これは，各個人の直面する寿

命の不確実性がプールされたことを言い替えた

にすぎないが，直観的には人々が長生きの危険

をプールしあうことによって，不幸にして短命

に終わった人の積立額のうち未消費分をそのほ

かの人々が分けあうことを意味する。

　Ｆｒｉｅｄｍａｎ ａｎｄ Ｗａｒｓｈａｗｓｋｙの投げかけた問

題は，このように個人年金がフェアーならばラ

イフサイクル仮説にしたがって将来消費を考え

る個人は個人年金に加入するはずであるのに，

アメリカのこれまでの実態を見る限りそうは

なっていないことである。彼らは，ライフサイ

クル仮説を維持しつつこの現象をつぎの２つの

原因に求め，とれらによってどの程度この一見

逆説的な事態が説明できるか調べようとした。

　その一つは，遺産動機である。すなわち，遺

産を残そうとするため個人はその寿命が不確実

であっても，あえて将来消費の平準化をしない

というというのである。第２の原因は，個人年

金が平均的な寿命を持つ人にとってフェアーで

ないことである。そのため，国債などの（名

目）確定利付き資産と比べて，個人年金の（内

部）収益率は高くなっていない。ただし，ここ

での問題はたんに個人年金の収益率がなぜ他の

安全資産に比べても十分高くないのかという点

である。

　もちろん，保険会社の独占的な利潤や保険の

事務費用が余りにも高いためこのような事態が

生じたのかもしれないが，個人年金独自の性格

から考えれば，保険市場の逆選択( a d v e r s e

select ion)を考えないわけにはいかないであろ

う。つまり，個人年金に加入する個人のなかに

は，自分が将来長生きすることを現実的な可能

性と考え，その結果将来の消費が思うようにで

きなくなることを恐れて，個人年金に加入する

という人が多いと考えられる。もしそうであれ

ば，個人年金に加入している人々の平均的な寿

命は，社会全体の平均寿命よりも長くなるであ

ろう。このような事態に直面した保険会社は，

個人年金の保険料を引き上げざるをえない。こ

れが個人年金市場において生じていると思われ

る逆選択，すなわち保険会社にとっては「危険

な個人」の社会全体からみた平均以上の集中，

である。

　Ｆｒｉｅｄｍａｎたちは，アメリカの保険会社上位

10社の個人年金の収益率を求め，それと20年満

期の政府債の利回りとの比較を行っているが，

その結果によると，個人年金の収益率は平均的

な生存確率を持った個人にとって，政府債の利

回りよりも４％も低くなっている。また，この

格差を今度は実際に個人年金を購入している

人々の場合と比べると，実際に個人年金を購入

した人々の場合の方がはるかに小さいことがわ

かる。これは，まさにこの市場で逆選択が生じ

ている結果である。すなわち，寿命の相対的に

長い人々が個人年金に加入しているため，平均

的な寿命しかない個人にとっては個人年金は魅

力のないものになっているのである。

　Ｆｒｉｅｄｍａｎらは，こうした事実認識のもとに，

遺産動機と個人年金市場の逆選択によって個人
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年金の購入がどれほど削減されるかモデル分析

をしている。そして彼らは，遺産動機をかなり

強く限定しても，逆選択を示すきわめて現実的

な値の範囲で個人年金の需要がゼロになると主

張している。

　今後，その重要性がましていくと思われる個

人年金の役割の限界を考えるうえで，以上の議

論は示唆に富んでいる。はたして，わが国の個

人年金市場における逆選択が，老後の消費を目

的になされる個人年金資産の形成にとってどれ

ほど障害になっているか，また，わが国の個人

年金がそもそもフェアーであるかなど，個人年

金をめぐって検討すべき課題は山積している。

Ⅳ．むすび－年金制度のあり方

　以上，わが国の年金制度を念頭におきつつ，

年金制度のあり方をさぐった。年金は，何十年

にもわたる政府の個人の生活設計へのコミット

メントであり，そのために現在とられている，

強制加入を前提とした賦課方式にはあまりにも

多くの問題があるといわざるをえない。

　それらは，貯蓄へのマイナス効果，世代間や

同世代内の年金の負担と給付の格差，高齢者の

労働参加意欲の減退，非課税個人年金が特定な

人々にのみ認められたことによる資産形成上の

不平等，個人年金市場における逆選択の問題な

どの形をとって，具体的に表れている。数値例

で明らかなように，問題の多くはきわめて重大

であり，今後われわれ一人一人の自助努力を通

じて高齢化社会を生き抜いていくためにも，至

急見直されなければならない。

　最後に，年金制度のかかえた諸問題を念頭に

おきつつ，いったい公共政策として年金の果た

すべき役割とは，何なのか考えてみたい。ま

ず，指摘すべきことは，年金制度の成熟してい

くなかで，いつまでも現在の給付水準を維持し

ていくことはできないということである。この

ままでいけば，年金の負担世代と受給世代の間

に溝が深まるだけで，両者にとって不満な事態

にならざるをえない。こうしたなかで，今後は

年金の目的を限定せざるをえないと思われる。

　この小論を通じて私は，高齢化社会を迎えて

個人個人の自助努力が問題解決の最大の鍵であ

ること，そしてそのための障害がわが国の年金

制度それ自体のなかにみうけられることを主張

してきた。こうした問題の重要さとその改善の

緊急性については，ここで再度繰り返す必要は

ないであろう。しかし，そのための努力が払わ

れても，個人が年をとるにつれて直面するさま

ざまな不確実性を取り去ることは不可能であ

り，年金の本来の目的とは，こうした不確実性

を社会全体で軽減していくことであると思われ

る。

　実際，思いもかけぬ長生きをしてしまうこ

と，老後に長期にわたる病気や，大病にかかる

こと，戦争や狂乱インフレに見舞われ蓄積した

資産の価値が激減するなどという，個人の力で

は対処しきれないさまざまな不確実性がある。

このような危険にたいして私的な保険だけで対

処しようとしたら，Ⅲの最後で論じたように，

逆選択が生じるなどの理由で，私的保険自体が

成立しないか，成立しても保険料は高騰してし

まうであろう。

　公的な年金の役割とは，こうした老後の不確

実性，ないし長寿にともなうリスク，に対して

所得保障をしていくことではないのだろうか。

こうした観点に立つと，最近Ｆｅｌｄｓｔｅｉｎ(1990)も

指摘しているように，年金の給付方法にも再考

が必要となると思われる。思いもかけなかった

長寿や，かなりの高齢になってからの大病によ

る生活の不安を緩和することなどが，公的な年

金の目的ならば，給付は年金受給期の初期より

も後期に厚みを持たせるべきであろう。また，
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一定の年齢を超えて生存することやそうした状

態において遭遇する大病といったリスクは社会

全体で担い，そのために必要な生活費用など

は，現役・退職両世代のなかで資力がある者が

ともに負担するべきであろう。

　このように公的な年金の役割を限定すれば，

たんなる所得補填として公的な年金を位置づけ

ることは間違いであろう。もし，現役の時期に

おける貯蓄が少なく将来の消費に支障をきたす

おそれがある場合は，父権的な意味から政府に

よる強制的な貯蓄が必要となるであろうが，そ

れは個人に年金勘定をもたせ積立方式で行えば

いいのである。この貯蓄をもっても老後にい

たって十分な消費が行えないならば，その時は

社会扶助として所得保障を行うしかないであろ

う。この部分の所得保障は，社会政策として行

うものであり，公的年金の守備範囲ではない。

　このように一人一人の個人が高齢化するのに

ともない，私的な保険ではカバーできないリス

クとは何か明らかにしたうえ，そうしたリスク

にともなう支出の一部を社会の全員が負担しあ

うことが公的年金の本質的な役割であろう。し

かし，うえに少し述べたように，この役割を公

的年金が担うのか，それとも社会政策の一貫と

して年金を離れ，租税でファイナンスされた資

金によって担っていくかという問題が残ること

も確かである。租税による所得移転を行う場合

には，年金の目的をインフレによる資産の減価

の補填などに，さらに限定する必要性が生じる

であろう。いずれにせよ，高齢化にともない生

じる高齢者へのあらゆる所得保障を公的年金が

担うというのは非現実であるし，公的年金の本

来の目的とも合致していないことを強調してお

きたい。
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